
別記 （表面）

様式第１号（第５条関係）

　多賀町長

１　申請者欄

２　移住支援金の内容（該当する欄に○を付けてください）

単身 世帯

百万 十万 万 千 百 十 円

０ ０ ０ ０ ０

３　転出元の住所

単身・世帯

〒

４　東京23区への在勤履歴（東京23区の在勤者に該当する場合のみ記載）

電話
番号

世帯の場合は同時に移住した家族の人数
（１の申請者は含まない）

人

申請金額　※金額頭に￥を記入。金額訂正不可

住所

メールアドレス

〒

　　年　　月　　日　

多賀町移住支援金交付申請書兼実績報告書

フリガナ

氏名

生年月日

年　　　月　　　日

 多賀町移住支援金交付要綱第５条の規定に基づき、移住支援金の交付を申請します。

㊞　　

住所

就業地期間 就業先

※５年以上の在勤履歴を記載
※東京23区への在勤後、転入前に東京23区以外での在勤履歴があれば記入してください。ただし、当
該在勤履歴がある場合、移住支援金の支給対象となりません。



（裏面）

申請者は申請書のほか、以下の書類を提出すること。

□ １　写真付き身分証明書の写し

□

□

□

□

□ ６　東京23区で勤務していた企業等の就業証明書

□

□

□

□

※また、必要に応じて、他の資料を求めることがあります。

申請者が多賀町移住支援交付金交付要綱第４条第１号に規定する外国人である場合に提出が必要な書類

９　（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者の場合）

　　７条の規定に基づき出入国在留管理庁長官が交付する特別永住許可書の写し

　　在留カードの写し

　　出入国管理及び難民認定法第19条の３の規定に基づき出入国在留管理庁長官が交付する

10　（特別永住者の場合）

　　日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法第

４　就業先企業等の就業証明書（様式第２号）

５　就業先企業が移住支援金対象法人であることがわかるもの（マッチングサイトに掲載された

７　開業届出済証明書　　　　

　　員が確認できるもの。）

　　※移住元での在勤地、在勤期間を確認できる書類

　　※移住元での在勤地、在職期間、雇用保険の被保険者であったことを確認できる書類

東京23区以外の東京圏から東京23区に通勤していた法人経営者または個人事業主のみ提出が必要な書類

　　求人情報をプリントアウトしたもの等）

東京23区以外の東京圏から東京23区への通勤者のみ提出が必要な書類

８　個人事業等の納税証明書　

３　移住元の住民票の除票の写し　※移住元での在住地、在住期間を確認できる書類（世帯移住

　　の場合は、世帯全員が確認できるもの。）

共通

管理コード（滋賀県および多賀町使用欄）

２　多賀町の住民票の写し（発行後３か月を経過しないものに限る。世帯移住の場合は、世帯全


